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１．背景と目的

・人命喪失の多くは木造住宅の倒壊

・全国の弱い木造住宅は約500万戸

・弱い住宅ほど改修費用が高い

・先に改修すべき弱い住宅が残される

人命 避難

・居住空間の喪失により多数が避難

・南海トラフ巨大地震は超広域災害

・救助，救援物資，必需品が届かない

・避難所の惨状，関連死の急増

耐震改
修補助
限度額

耐震改
修費用

耐震診
断評点

自己
負担

行政
補助

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

耐震改修
費用

耐震改修の優先順位

高 低

自己負担増による改修あきらめ

巨大地震時

きわめて耐震性能の低い木造住宅を対象に人的被害と避難者を低減させる技術
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人命保護機能

開発目標とする耐震シェルターの性能

フェーズ１

建物倒壊によるインパクト
から居住者の人命を守る

生活空間確保

フェーズ２

避難生活を回避し救援物資
の需要を軽減

動線機能確保

フェーズ３

日常生活を可能にし迅速な
救援・復興に貢献

*行政の補助限度額に納まる範囲内でこれらの機能を実現

対象

２．技術開発の概要

技術開発の目的：人的被害と避難者を低減させる耐震シェルターの開発

耐震性能のきわめて低
い既存不適格木造住宅

評点が0.2以下
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３．技術開発・実用化のプロセス

②生活空間確保

③動線機能確保

①人命保護機能

①人命保護機能

・作用荷重の把握・評価（解析）

・人命保護性能の設定

・高性能耐力要素の開発

・構造要素の性能確認（実験）

・行政補助の実態ヒアリング

②生活空間確保

・被災地調査による最低生活

要件の把握

・変形追従建具の開発（実験）

・堅牢な防水施工方法の開発

・必需品の備蓄方法の検討

・トイレ機能確保の検討

プライバシーの保護

最低限の生活空間の確保

防水性能の確保

必需品の備蓄性能

トイレ機能

③動線機能確保

・シェルター設置による建物全体への影響度把握（解析・実験）

・倒壊シミュレーションに基づく動線確保機能の検証（解析）

・シェルター配置ルールと建物部分補強設計法の確立

・設計・施工マニュアルの作成，ガイドラインの策定
動線確保のための必要補強箇所

シェルター設置
推奨位置

シェルター設置
可能範囲
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４．技術開発の必要性・緊急性
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」第一条（目的）

この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、
建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図
り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。

５．技術開発の先導性

現在

30年間の発生
確率60％

既存の耐震シェルター → いずれも人命確保性能のみ

・南海トラフ巨大地震は超広域災害

・近隣都市は全て被災地

・救助，救援物資，必需品が届かない

・避難所の惨状，関連死の急増

・人命保護＋生活空間の確保が必須！

・本開発シェルターは生活空間の確保

と非常食＋生活必需品の備蓄が可能

・トイレ機能
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６．技術開発の実現可能性

７．実用化・製品化の見通し

・地元の一般流通材を用いた木工事で製作可能

→ どの工務店も取り組みやすい

・高齢者用リフォームを併用しやすい

→ 床段差解消、手摺設置、断熱工事との相

性が良い

→ 工務店の積極的な営業が期待できる

・既存の安価な耐震改修工法の活用

・「愛知建築地震災害軽減システム研究協議会」

「東海圏減災研究コンソーシアム」の活用

耐震シェルターへの
行政補助実施自治体

・行政による耐震シェルターの補助実施県は多い

→ 実績を積み上げ、全国に広げるために活用

・協会を設立して研修会、広報、品質管理を行う

・施工データ集積による問題点改良、製品改良

・各行政庁の補助対象工法への選定を依頼

・安価な耐震改修工法講習会を活用した普及活動

H27,28年度国土交通省建設技術研究開発助成
成果の活用
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８．開発するシェルターのイメージ

想定する設置ルール

・壁量の少ない南面に設置

・サイズは4.5畳，6.0畳，8.0畳

・開口は半間，４方向開口可

・南面だけは既設壁面と緊結

目標とする性能

・建物倒壊時にも居住空間を確保

・外部空間への動線機能を確保

・シェルターの許容層間変形は1/100以下

・1/100変形時に建具の開閉，防水を確保

・60万円以下

・壁基準耐力 14kN/m
２階重量 600kg/m2×40m2=24t

シェルター負担水平力（C0=1.0) 24ｔ/3×1.0 = 80kN

１P（半間）必要耐力 40ｋN/6 = 13.5kN

・必要に応じて既存建物の崩壊形を制御

和室

DK

玄関

居間

洗面

風呂

トイレ

階段
耐震シェルター

既設躯体と緊結
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８．開発するシェルターのイメージ

構 造

・設置部屋の床天井を撤去

・PCパネルを用いた基礎を設置

・一般流通材を用いて骨組を構成
軸材：105×105または120×120

面材：構造用合板(壁：t=12、床・天井t=24）

・大壁形式で耐力要素を構成

・床面，天井面も剛床確保

実験方法

PCパネル

軸材：□105 or □120

HD金物HD金物

構
造

用
合

板
t=

1
2

構造用合板 t=24

構造用合板 t=24

南面は既設躯体と緊結
防水層

軸材：□105 or □120

軸
材

：
□

10
5
 o

r 
□

1
2
0
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製品名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 本シェルター

-

価格 38万円(4.5畳) 280万円(6畳) 37万円(3.36m2) 157万5千円(6畳) 25万円(4.5畳) 60万円(4.5畳)

サイズ 4.5畳以上 4.5畳以上 100mmﾓｼﾞｭｰﾙ設計 4.5畳以上 4.5畳以上 4.5畳以上

施工期間 1日 20日 1日 7～10日 2日 1日

基礎工事 原則無し 有り 原則無し 有り 原則無し 有り

写真・
イメージ

人命確保 ○ ○ ○ ○ ○ ○

避難回避 × △ × △ × ○

９．独自性，新規性，先導性

既存技術との比較


